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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期累計期間
第51期

第３四半期累計期間
第50期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 5,053,608 4,516,150 6,742,212

経常利益 (千円) 333,084 340,858 412,216

四半期(当期)純利益 (千円) 211,303 223,503 194,936

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 630,500 630,500 630,500

発行済株式総数 (株) 4,810,000 4,810,000 4,810,000

純資産額 (千円) 2,656,931 2,791,576 2,634,315

総資産額 (千円) 5,135,057 5,270,772 5,341,999

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 45.38 48.00 41.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 17.00

自己資本比率 (％) 51.7 53.0 49.3

　

回次
第50期

第３四半期会計期間
第51期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.07 23.80

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得情勢が堅調に推移し、国内景気も緩やかながら回復基

調にあります。しかしながら新興国の経済成長の減速や英国のEU離脱および米国大統領交代による金融・為替市場

の不確実性等、先行き不透明な状況が続いております。

情報サービス産業におきましては、この不確実で不透明な経済状況が企業のコスト削減やICTに対する投資の姿勢

を慎重にさせており、加えて同業他社との競争の激化もあり厳しい状況にあります。

当社はこのような状況の中、技術者の育成をはじめ営業力の強化やパートナー会社との連携強化を図り、受注活

動を鋭意進めてまいりましたがその進捗は緩やかに推移し、売上高は前年同期に比べ減少気味となりました。一方、

利益面ではプロジェクト管理体制の強化を継続し、不採算案件の抑止に努めた結果、ほぼ前年同期並みとなりまし

た。

当第３四半期累計期間の業績は、売上高4,516百万円（前年同期比10.6％減）、営業利益323百万円（前年同期比

0.5％減）、経常利益340百万円（前年同期比2.3％増）、四半期純利益223百万円（前年同期比5.8%増）となりまし

た。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

① ソフトウェア開発事業

ソフトウェア開発事業は、売上高4,428百万円（前年同期比11.1％減）、売上総利益642百万円（前年同期比2.3

％増）となりました。

② ＢＰＯエントリー事業

ＢＰＯエントリー事業（業務代行サービス）は、売上高87百万円（前年同期比22.6％増）、売上総損失0百万円

（前年同期は売上総損失6百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の状況

(流動資産)

当第３四半期会計期間末における流動資産は4,192百万円（前事業年度末比95百万円減少）となりました。主

な要因は現金及び預金が増加したものの、売掛金及びその他に含めた繰延税金資産が減少したことによります。

(固定資産)

当第３四半期会計期間末における固定資産は1,078百万円（同24百万円増加）となりました。主な要因は有形

固定資産及び繰延税金資産が増加したものの、その他に含めた差入保証金が減少したことによります。

　

その結果、当第３四半期会計期間末における資産合計は5,270百万円（同71百万円減少）となりました。
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(流動負債)

当第３四半期会計期間末における流動負債は611百万円（同347百万円減少）となりました。主な要因は賞与

引当金及び未払法人税等が減少したことによります。

(固定負債)

当第３四半期会計期間末における固定負債は1,867百万円（同118百万円増加）となりました。これは退職給

付引当金が増加したことによります。

　

その結果、当第３四半期会計期間末における負債合計は2,479百万円（同228百万円減少）となりました。

(純資産)

当第３四半期会計期間末における純資産合計は2,791百万円（同157百万円増加）となりました。主な要因は

四半期純利益223百万円と配当金の支払79百万円による利益剰余金の増加であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,810,000 4,810,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 4,810,000 4,810,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

― 4,810,000 ― 630,500 ― 553,700

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 153,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,655,500 46,555 ―

単元未満株式 普通株式 700 ― ―

発行済株式総数 4,810,000 ― ―

総株主の議決権 ― 46,555 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株63株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 昭和システム
エンジニアリング

東京都中央区日本橋
小伝馬町1番5号

153,800 ― 153,800 3.19

計 ― 153,800 ― 153,800 3.19

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,375,703 3,457,271

売掛金 696,489 598,828

仕掛品 55,602 16,281

その他 160,431 119,941

流動資産合計 4,288,226 4,192,322

固定資産

有形固定資産 128,512 189,838

無形固定資産 3,785 3,665

投資その他の資産

繰延税金資産 511,746 541,969

その他 409,728 342,976

投資その他の資産合計 921,474 884,945

固定資産合計 1,053,772 1,078,449

資産合計 5,341,999 5,270,772

負債の部

流動負債

買掛金 234,424 161,003

短期借入金 10,000 10,000

未払法人税等 131,920 15,236

賞与引当金 348,330 156,527

その他 234,547 269,024

流動負債合計 959,223 611,791

固定負債

役員退職慰労未払金 60,973 60,973

退職給付引当金 1,687,487 1,806,431

固定負債合計 1,748,460 1,867,404

負債合計 2,707,684 2,479,196

純資産の部

株主資本

資本金 630,500 630,500

資本剰余金 553,700 553,700

利益剰余金 1,678,610 1,822,959

自己株式 △61,126 △61,126

株主資本合計 2,801,683 2,946,032

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,011 24,922

土地再評価差額金 △179,378 △179,378

評価・換算差額等合計 △167,367 △154,456

純資産合計 2,634,315 2,791,576

負債純資産合計 5,341,999 5,270,772
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 5,053,608 4,516,150

売上原価 4,431,287 3,873,763

売上総利益 622,321 642,386

販売費及び一般管理費 297,476 319,134

営業利益 324,844 323,252

営業外収益

受取利息 948 631

受取配当金 3,393 3,792

受取家賃 1,395 1,395

受取手数料 668 646

保険解約返戻金 1,609 ─

受取保険金 ─ 10,875

雑収入 270 387

営業外収益合計 8,285 17,727

営業外費用

支払利息 45 37

固定資産除却損 ― 83

営業外費用合計 45 121

経常利益 333,084 340,858

特別利益

固定資産売却益 204 ─

特別利益合計 204 ─

税引前四半期純利益 333,289 340,858

法人税、住民税及び事業税 119,345 67,072

法人税等調整額 2,640 50,282

法人税等合計 121,985 117,355

四半期純利益 211,303 223,503
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 9,067千円 8,700千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 55,873 12 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

　

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 79,154 17 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計

ソフトウエア開発事業 ＢＰＯエントリー事業

売上高 4,982,369 71,239 5,053,608

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

628,321 △6,000 622,321

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計は、四半期損益計算書の売上総利益と同額になっております。

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計

ソフトウエア開発事業 ＢＰＯエントリー事業

売上高 4,428,834 87,316 4,516,150

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

642,936 △549 642,386

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計は、四半期損益計算書の売上総利益と同額になっております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 45円38銭 48円00銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 211,303 223,503

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 211,303 223,503

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,656 4,656

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書

平成29年２月９日

株式会社昭和システムエンジニアリング

取締役会 御中

監査法人大手門会計事務所

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 植 木 暢 茂 印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 向 井 真 悟 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昭和シ

ステムエンジニアリングの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間(平成28

年10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昭和システムエンジニアリングの平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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